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合計126億9,084万3千円 





　町の所有に属するあらゆる財産のことで、土地や建物・

有価証券などの公有財産、特定の目的のために積立や運

用を行う基金、金銭の給付を目的とする町の権利である

債権、町が使用するために保管している備品や消耗品な

どがあります。 

　主な財産は次のとおりです。 

財政調整基金 12億9,975万3千円 

減債基金 5億1,746万4千円 

庁舎建設基金 13億4,793万3千円 



（一般会計） 

●民　生　費 

●議　会　費 

●総　務　費 

●衛　生　費 

●農林水産業費 

●商　工　費 

●土　木　費 

●消　防　費 

●教　育　費 

●災害復旧費 

 

 

議会だより発行事業 

議会運営費 

 

 

行政外部評価委員会運営事業 

デマンドタクシー“みぶまる”運営事業 

防犯カメラ整備事業 

いきいきふれあい応援事業 

町民活動支援センター運営事業 

まちづくり推進基金費 

産業振興基金費 

 

 

国民健康保険特別会計繰出金 

後期高齢者医療費 

後期高齢者医療特別会計繰出金 

高齢者地域見守り支援事業 

老人保健福祉施設整備事業 

介護保険事業特別会計繰出金 

障害者自立支援給付事業 

子どものための教育・保育給付事業 

放課後児童健全育成事業 

保育所等施設整備事業 

放課後児童クラブ施設整備事業 

児童手当扶助事業 

子育て応援クーポン配布事業 

こども医療費助成事業 

 

 

健康長寿のまちづくり推進事業 

清掃センター維持管理事業 

ごみ収集及び運搬業務委託事業 

清掃センター改修等工事 

 

 

地域特産物推進事業 

下稲葉地区圃場整備推進事業 

農業集落排水事業特別会計繰出金 

 

 

ブランド推進事業 

中小企業融資制度事業 

産業振興奨励事業 

おもちゃ博物館維持管理事業 

 

 

町単独道路整備事業 

六美町北部地区土地区画整理事業 

公共下水道事業特別会計繰出金 

花のまちづくり推進事業 

 

 

石橋地区消防組合負担金 

水道事業会計負担金 

 

 

学力向上支援事業 

スクールランチサポート事業 

家庭教育推進事業 

学校地域支援ボランティア推進事業 

みぶ・ホリデーアクションプラン事業 

中学生及び青少年地域活動参画推進事業 

中央公民館改修等工事 

まちかど文庫運営事業 

ゆうがおマラソン開催事業 

総合型地域スポーツクラブ事業 

栃木県郡市町対抗駅伝競走大会出場事業 

 

 

農地災害復旧事業    

 

 

1,243千円 

5,149千円 

 

 

98千円 

10,241千円 

2,711千円 

7,472千円 

565千円 

150,810千円 

224,986千円 

 

 

477,411千円 

328,510千円 

100,365千円 

249千円 

8千円 

434,690千円 

629,616千円 

1,045,593千円 

70,081千円 

2,227千円 

6,233千円 

619,123千円 

2,419千円 

152,202千円 

 

 

722千円 

111,468千円 

91,572千円 

139,079千円 

 

 

2,507千円 

42,630千円 

230,168千円 

 

 

500千円 

95,627千円 

166,860千円 

33,850千円 

 

 

168,873千円 

33,404千円 

494,442千円 

1,080千円 

 

 

519,810千円 

7,326千円 

 

 

58,926千円 

16,183千円 

671千円 

602千円 

506千円 

194千円 

64,953千円 

110千円 

6,565千円 

4,140千円 

1,035千円 

 

 

680千円 



一般会計等（普通会計）の実質赤字の標準財政規模に対する比率 
 
全会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率 
 
一般会計等（普通会計）が負担する元利償還金及び準元利償還金
の標準財政規模に対する比率 
 
地方債の残高をはじめ一般会計等（普通会計）が将来負担すべき
実質的負債の標準財政規模に対する比率 
 
公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率 
 
数値がこの基準以上になると財政健全化計画（経営健全化計画）
の策定が義務づけられ財政の改善に取り組むこととなります 
 
数値がこの基準以上になると財政再生計画の策定が義務づけら
れ確実な財政の再生に取り組むこととなります 

実 質 赤 字 比 率  
 
連結実質赤字比率 
 
実質公債費比率  
 
 
将 来 負 担 比 率  
 
 
資 金 不 足 比 率  
 
早期健全化基準  
（経営健全化基準） 
 
財 政 再 生 基 準  

＊「－」は資金不足を生じていないため、数値は該当なしを表しています。 

公営企業（特別会計） 数　　　値 経営健全化基準 

─  

─  

─  

20 . 0  

20 . 0  

20 . 0

＊「－」は赤字を生じていない等のため、数値は該当なしを表しています。 

項　　　目 数　　　値 早期健全化基準 財政再生基準 

－ 

－ 

6 . 4   

－ 

20 . 00  

30 . 00  

35 . 0    

 

平 
成19年６月、「地方公共団体の財政

の健全化に関する法律」が制定され、

全ての地方公共団体において平成19年度決

算から財政指標（健全化判断比率及び資金

不足比率）の公表が義務付けられました。

さらに、平成20年度決算から早期健全化基

準及び財政再生基準、経営健全化基準を超

える団体は財政健全化計画等の策定が義務

付けられ、早急に財政の改善に取り組むこ

ととなりました。 

ここでは、平成29年度決算に基づく町の健

全化判断比率等の状況をご報告いたします。 

………… 
 
………… 
 
………… 
 
 
………… 
 
 
………… 
 
………… 
 
 
………… 

実 質 赤 字 比 率  

連 結 実 質 赤 字 比 率  

実 質 公 債 費 比 率  

将 来 負 担 比 率  

水 道 事 業 会 計  

公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

13 . 75  

18 . 75  

25 . 0

 350 . 0
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